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第 6章　介護保険サービス量の見込み

１．要介護認定者数等の推計

　（１）被保険者数の推計

　　 　サービスの対象者を把握するために、コーホート法による高齢者人口推計を行いま

した。後期高齢者が占める割合が増加していく見込みです。

　（表 1）被保険者数の推計 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　（単位：人）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

≫

平成26年度

第 1号被保険者 17,831 18,172 18,510 18,848 21,016 

65 ～ 74 歳 9,311 9,382 9,453 9,523 10,474 

75 歳以上 8,520 8,790 9,057 9,325 10,542 

第2号被保険者(40～64歳) 26,935 26,221 25,842 25,459 23,084 

合　　　計 44,766 44,393 44,352 44,307 44,100

　（２）要介護認定者数等の見込み

　　 　高齢者数の見込みから、介護予防の取り組み（地域支援事業･新予防給付）の対象

者数と要介護認定者数を見込みます。

　　 　地域支援事業対象者は平成 18年度に高齢者人口の３％、19年度は４％、20年度

は５%が対象となる見込みとしました。また新予防給付対象者は、平成 17年度の要

支援者及び要介護者の 50%の割合が新要支援者数となる見込みとしました。

　　 　介護予防の効果としては、地域支援事業対象者のうち平成 18 年度は 12％、平成

19 年度は 16％、平成 20 年度は 20%を要支援者に移行しない目標値とし、新予防

給付対象者のうち平成 18年度は 6%、平成 19年度は８％、平成 20年度は 10％を

要介護者に移行しないという目標値として、要介護認定者数を推計しました。

　（表 2）介護予防の実施見込み 　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　（単位：人）
平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

≫

平成26年度

高齢者人口 17,831 18,172 18,510 18,848 21,016 

地域支援事業対象者　 　 545 806 1,071 1,308 

対高齢者人口割合 　 3.0 % 4.0 % 5.0 % 5.0 %

要支援及び要介護１の
認定者数（自然体） 1,391 1,487 1,560 1,606 1,881 

要支援及び要介護１の
認定者数（介護予防後）  1,487 1,584 1,604 1,800 

地域支援事業の効果 　 12.0 % 16.0 % 20.0 % 　

新予防給付の効果 　 6.0 % 8.0 % 10.0 % 　

要介護２～５の認定者
数（自然体） 1,554 1,661 1,754 1,818 2,218 

要介護２～５の認定者
数（介護予防後）  1,661 1,664 1,691 2,042 
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　（表３）要支援・要介護認定者数見込み（介護予防施策の実施後） 　　（単位：人）

平成 18年 平成 19年 平成 20年

≫

平成 26年

要支援１ 537 572 580 650 

要支援２ 475 506 512 575 

要支援　計 1,012 1,078 1,092 1,225

要介護１ 475 506 512 575 

要介護２ 497 498 506 611 

要介護３ 403 404 410 495 

要介護４ 403 404 411 496 

要介護５ 358 358 364 440 

要介護　計 2,136 2,170 2,203 2,617

総　　計 3,148 3,248 3,295 3,842

高齢者数に
対する割合 17.3 % 17.5 % 17.5 % 18.3 ％

単位：人
要支援・要介護認定者数の推計（介護予防実施後）
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≫
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２．施設・居住系サービスの考え方

　　 　介護保険施設 (介護老人福祉施設･介護老人保健施設･介護療養型医療施設 )と居住

系サービス ( 認知症対応型共同生活介護･介護専用型特定施設 ) については、高齢者

が住み慣れた地域でくらしていく環境をつくるための適正な施設整備数として、厚生

労働省が下記の標準的な基準を示しています。施設・居住系サービスについては計画

の目標年度である平成 26年度において下記の要件が満たされているよう平成 18～

20年度のサービス量を見込みます。

　　　①要介護２～５の要介護認定者数のうち、施設・居住系サービスの利用者数が

　　　　37％以下となる。

　　 　加賀市の要介護２～５の要介護認定者のうち、施設・居住系サービスの利用者数は、

平成 17 年現在で 50.2％となっています。今後は、介護保険施設の定員数の増加は

行わず、入所せずに住み慣れた地域で暮らしていけるよう居宅サービスを充実し、平

成 26年度に 37％とする方針とします。しかし 37％を達成するためには、介護保険

施設定員数を減少させる必要があるため、第３期計画における地域密着型サービス等

の状況を踏まえ、第４期計画の策定時に改めて検討を行うこととします。

　　（要介護２～５の認定者のうちの施設･居住系サービスの割合）　 　    （単位：人）

平成18年度 平成19年度 平成20年度

≫

平成26年度

認知症対応型共同生活介護 177 人 177 人 177 人 177 人

施 設 利 用 者 数 見 込 734 人 742 人 742 人 578 人 

施設・居住系サービス計 911 人 919 人 919 人 755 人 

要介護２～５の認定者数 1,661 人 1,664 人 1,691 人 2,042 人

施 設 入 所 者 の 割 合 54.8 ％ 55.2 ％ 54.3 % 37.0 ％

要介護２～５

単位：人
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　　　②多様な「住まい」の普及の推進

　　　　介護が付いている住まいを適切に普及する。

　　 　加賀市では、第２期計画において、既存のケアハウスの特定施設化や居宅サービス

事業所が併設された高齢者優良賃貸住宅の整備など、高齢者向けの「介護が付いてい

る住まい」を整備してきています。そのため第３期計画において新規整備などの必要

性はないと考えられますが、今後の医療制度改革における社会的入院患者の受け皿と

して期待される部分でもあり「介護が付いている住まい」については、第 4期計画

に向けて検討していくこととします。

　　　③介護保険施設入所者のうち要介護４･５の入所者数が 70％以上となる。

　　 　加賀市の介護保険施設入所者のうち、要介護４・５の入所者の割合は平成 17年度

で 63.5％であり、既に施設入所者の重度化は概ね進んでいる状況にあると言えます。

今後、介護予防施策の推進と地域密着型サービスの整備などにより、施設入所者の重

度化は自然に進むものと考えられ、平成 26年度に 70％とする方針とします。

　　（介護保険施設入所者のうち要介護４･５の割合） 　　            （単位：人）

平成18年度 平成19年度 平成20年度

≫

平成26年度

施設利用者数見込 734 人 742 742 578 

うち要介護４･５ 468 人 476 476 405

　 要介護 4 ･ 5 の割合 63.8％ 64.2％ 64.2% 70.0％

介護老人福祉施設 297 人 243 214 

うち要介護４･５ 179 人 146 128

　 要介護 4 ･ 5 の割合 60.2% 60.1% 60.0%

介護老人保健施設 317 人 321 321 

うち要介護４･５ 190 人 195 195

　 要介護 4 ･ 5 の割合 59.9％ 60.7％ 60.7%

介護療養型医療施設 120 人 120 120 

うち要介護４･５ 99人 99 ９９

　 要介護 4 ･ 5 の割合 82.5％ 82.5％ 82.5％

地域密着型介護老人福祉施設 0人 58 87 

うち要介護４･５ 0人 36 54

　 要介護 4 ･ 5 の割合 0% 62.1％ 62.1%



　　　第６章　介護保険サービス量の見込み

－６８－

　　③介護保険施設の総定員数のうち、個室ユニット化された居室が 50%以上となる。

　　④介護老人福祉施設の総定員数のうち、個室ユニット化された居室が 70％以上と

　　　なる。

　　 　平成 17 年度現在で、加賀市の既存の介護保険施設の定員 925 人のうち、個室ユ

ニット化されている居室は、介護老人福祉施設 ( 特別養護老人ホーム ) の 130 室の

みで 14.1%に留まっています。介護老人福祉施設のみの割合では、定員 380 人のう

ちの 130 室で 34.2%となります。高齢者が自宅を離れて介護保険施設へ入所した場

合でも、尊厳をもって暮らしていくためには、個室は絶対に欠かせない環境です。特

に介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム )は、高齢者の最終的な住居となる可能性

が高い施設であるため、特別養護老人ホームの個室ユニット化を優先的に進めていく

方針とします。

　　（介護保険施設定員数の個室ユニットの割合）                      （単位：人）

平成18年度 平成19年度 平成20年度

≫

平成26年度

施設定員数見込み 925 925 925 925 

うち個室ユニット 159 188 217 463

　 個室ユニットの割合 17. ２ ％ 20.3 % 23.5 % 50.0 ％

介護老人福祉施設 380 380 380 380

　 うち個室ユニット 159 188 217 266

　 個室ユニットの割合 41.8 ％ 49.5 % 57.1 ％ 70.0 ％

単位：人
介護保険施設入所者のうち要介護4･5の割合
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　　 　既存の介護保険施設ついては、郊外の立地で定員 100 人規模の大規模なものとな

っているものもあり、近隣に外出する場所もなく、地域住民の一員として生活するこ

とが困難になることがあります。そのなかで既存施設においては、高齢者の生活の質

を維持するため様々な取り組みを行っていますが、今後の入所施設については、立地

を郊外から街中へ移行するとともに、定員 30人未満程度の小規模のものを整備する

こととし、高齢者が施設入所となっても、地域住民の一員として生活できる環境を整

備していく方針とします。

単位：人
介護保険施設定員数のうち、個室ユニット化の割合
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≫
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３．介護サービス種類ごとの見込み量

　（１）居宅介護サービス等

　　 　居宅サービスは、平成 18年度については今までの要介護１から要支援２に移行す

る人の分の減を見込んでいるため利用量が減少していますが、その後は高齢者の自然

増加に併せて利用者が増加していく見込みとしています。

平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度

訪問介護
回数 82,053 68,127 70,519 74,311 

人数 4,566 3,365 3,557 3,744 

訪問入浴介護
回数 1,526 1,416 1,416 1,492 

人数 381 355 356 375 

訪問看護
回数 8,640 7,405 7,613 8,020 

人数 1,348 1,123 1,158 1,220 

訪問リハビリテーション
回数 1,987 1,796 1,835 1,935 

人数 371 331 338 356 

居宅療養管理指導 人数 489 388 405 427 

通所介護
回数 56,522 44,226 46,599 49,061 

人数 6,809 5,132 5,430 5,716 

通所リハビリテーション
回数 44,458 36,523 38,167 40,203 

人数 4,471 3,521 3,699 3,895 

短期入所生活介護
日数 13,214 12,143 12,416 13,094 

人数 1,546 1,388 1,428 1,506 

短期入所療養介護
日数 3,364 3,172 3,229 3,409 

人数 535 494 505 533 

特定施設入居者生活介護 人数 276 480 696 960 

福祉用具貸与 人数 5,442 4,422 4,610 4,856 

特定福祉用具販売　 人数 194 142 143 144 

住宅改修　 人数 161 117 118 119 

居宅介護支援 人数 13,699 14,675 10,519 10,612

　（２）地域密着型サービス

　　 　加賀市は、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）については積極的に整備

を推進してきましたが、第 2期においては計画を超える整備が行われ、平成 17年度

時点で空室もあることから、第 3期計画においては新規事業所の整備は行わないこ

ととします。また制度改正により平成 18年度からは地域密着型サービスとして加賀

市民しか利用できなくなるため、市内の既存事業所の入所定員数すべてを加賀市民が

利用すると仮定して推計しています。
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　　 　小規模多機能居宅介護については、制度改正による新しいサービスであり、平成

18年度から各年度１か所ずつ、計画期間中に３か所の整備を見込みます。

　　 　認知症対応型通所介護については、認知症向けの小規模なデイサービスとして利用

者の増加を見込んでいます。またグループホームの共有スペースを活用して実施する

ことも想定しています。

　　 　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、定員 29人以下のサテライト型特

別養護老人ホームです。従来型の介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）を個室ユ

ニット型に改修するとともに、施設の一部をサテライト型特別養護老人ホームとして

地域に分割して整備します。

　　 　夜間対応型訪問介護、地域密着型特定施設入居者生活介護については、第 3期計

画においては新規整備を行いません。

　（３）介護保険施設

　　 　介護保険施設については、現在の利用者数が継続する見込みとしています。ただし

介護老人福祉施設については一部をサテライト施設として個室ユニット化し地域密着

型サービスに移行するため、利用者は減少する見込みです。

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

夜間対応型訪問介護
回数 　 0 0 0 

人数 　 0 0 0 

認知症対応型通所介護
回数 　 5,269 10,722 10,818 

人数 　 263 536 541 

小規模多機能型居宅介護 人数 　 259 514 779 

認知症対応型共同生活介護 人数 1,428 2,124 2,124 2,124 

地域密着型特定施設入居
者生活介護

人数 　 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

人数 　 0 696 1,044 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

介護老人福祉施設 人数 281 297 243 214 

介護老人保健施設 人数 281 317 321 321 

介護療養型医療施設 人数 120 120 120 120 

合　　　計 人数 682 734 684 655
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４．予防サービス種類ごとの見込み量

　 　介護予防サービスの見込みについては、今までの要支援者及び今までの要介護１要支

援２に移行する認定者の平成 17年度までのサービス実績から、高齢者の自然増加に併

せて利用者が増加していく見込みとしています。

 
　（１）介護予防サービス

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

介護予防訪問介護
回数 11,405 22,646 25,332 26,862 

人数 1,728 3,407 3,813 4,044 

介護予防訪問入介護
回数 0 0 0 0 

人数 0 0 0 0 

介護予防訪問看護
回数 496 755 845 899 

人数 142 215 241 256 

介護予防訪問リハビリテ
ーション

回数 61 131 144 149 

人数 15 33 36 37 

介護予防居宅療養管理指導 人数 52 97 106 110 

介護予防通所介護
回数 19,169 37,999 41,545 43,124 

人数 1,917 3,773 4,128 4,286 

介護予防通所リハビリテ
ーション

回数 7,113 13,862 15,161 15,744 

人数 711 1,377 1,507 1,565 

介護予防短期入所生活介護
回数 91 123 137 143 

人数 30 41 45 48 

介護予防短期入所療養介護
回数 0 0 0 0 

人数 0 0 0 0 

介護予防特定施設入居者
生活介護　 人数 12 12 12 12 

介護予防福祉用具貸与 人数 720 1,395 1,527 1,586 

特定介護予防福祉用具販売 人数 37 70 74 75 

介護予防住宅改修　 人数 50 94 101 102 

介護予防支援　 人数 3,642 4,255 9,082 9,204

　（２）地域密着型介護予防サービス

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

介護予防認知症対応型通

所介護

回数 　 0 0 0 

人数 　 0 0 0 

介護予防小規模多機能型

居宅介護

回数 　 2,572 3,292 3,892 

人数 　 170 218 258 

介護予防認知症対応型共
同生活介護　 人数 　 0 0 0
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５．地域支援事業の見込み量

　　 　地域支援事業は、今まで国補助事業として実施していた介護予防･地域支えあい事

業、在宅介護支援センター運営事業、老人保健事業を再編し、介護保険の財源により

実施します。

　（１）介護予防事業の見込み 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成１8年度 平成１9年度 平成 20年度

回数件数 費用額 回数件数 費用額 回数件数 費用額

介護予防特定高齢者施策 － 23,644 － 28,542 － 58,583

特定高齢者把握事業 500 件 2,268 800 件 1,000 件 25,186

通所型介護予防事業 520 回 13,559 728 回 18,802 884 回 22,735

訪問型介護予防事業 12,920 回 7,817 13,987 回 8,740 15,055 回 9,662

介護予防特定高齢者
施策評価事業 － 2,961 － 1,000 － 1,000

介護予防一般高齢者施策 － 13,137 － 14,446 － 15,746

介護予防普及啓発事業 65回 2,537 65 回 2,537 65 回 2,537

地域介護予防活動支
援事業 1,627 回 7,639 1,807 回 10,909 1987 回 12,209

介護予防一般高齢者
施策評価事業 － 2,961 － 1,000 － 1,000

合　　　　　計 39,742 42,988 74,329

　（２）包括的支援事業の見込み 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 平成 18年度 平成１9年度 平成 20年度

包括的支援事業 25,788 36,867 44,017

総合相談･支援事業 676 4,372 11,522

介護予防ケアマネジ
メント事業 20,243 17,234 17,234

包括的･継続的マネ
ジメント支援事業 4,869 15,261 15,261

地域包括支援センタ
ー数

センター１か所
サブセンター３か所 センター１か所 センター１か所
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　（３）任意事業の見込み 　（単位：千円）

平成 18年度 平成１9年度 平成 20年度

回数件数 費用額 回数件数 費用額 回数件数 費用額

介護給付等費用適正化事業 － 700 － 700 － 700

家族介護支援事業 2,126 回 13,920 2,375 回 15,107 2,459 回 15,626

成年後見制度利用支援事業 １件 445 3 件 1,332 4 件 1,776

福祉用具･住宅改修支援事業 60件 1,080 60 件 1,080 60 件 1,080

地域自立生活支援事業 49,640 件 15,655 52,743 件 18,366 55,843 件 19,762


